
○ 30歳未満人口の推移等

○ 平成31年１月１日現在、東京都に住む30歳未満の人口は約361万人になります。

全年齢に占める30歳未満人口の割合は横ばいにて推移しています。

図表１ 30歳未満人口の推移等

【資料】「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（各年１月１日現在）」より作成
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○ 学校数・在学者数

○ 平成30年度の在学者数は、幼稚園が15万4千人、小学校が61万人、中学校が30万人、高等学校

（全日制・定時制）が31万4千人、高等学校（通信制）が1万千人、中等教育学校が7千人、特別支援

学校が1万3千人、専修学校が14万6千人、各種学校が2万7千人、高等教育課程（大学、短期大学、

高等専門学校）が75万6千人となっています。

（百人単位四捨五入）

図表２ 学校系系統図

【資料】内閣府「令和元年度版子ども若者白書」
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図表３ 中学校卒業後の様々な進学先

【資料】文部科学省「専修学校パンフレット」
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○ 中学校卒業者の進路状況

○ 高等学校等進学者（進学者のうち就職している者を含む。）は100,962人で高等学校等進学率は

98.7％となり、前年度と横ばいで推移しました。

就職者は148人で、卒業者に対する割合は0.1％となり、前年度より0.1ポイント下がりました。

図表４ 高等学校等進学率・就職率の推移

【資料】総務局「学校基本調査」より作成
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○ 高等学校卒業者（全日制及び定時制）の進路状況

○ 平成３０年３月の高等学校の卒業者は１０１，７８２人で、前年度より５４４人減少しました。大学等

進学者（進学者のうち就職している者を含む。）は６５，８６３人で、大学等進学率は６４．７％となり、

前年度より１．２ポイント減少しました。就職者は６，５６７人で、就職率は６．５％となり、前年度より

０．２ポイント減少しました。

図表５ 大学等進学率・就職率の推移

【資料】総務局「学校基本調査」より作成
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○ ＨＩＶ感染者・AIDS患者の報告数の推移

○ 東京都におけるＨＩＶ感染者及びAIDS患者の新規報告数は、近年、400件台を推移しており、全国

の約４割を占めています。年齢別では、ＨＩＶ感染者は20歳代～30歳代が全体の約７割を占める一

方、AIDS患者は30歳代～40歳代で約６割を占めています。

図表７ 東京都のHIV感染者・AIDS患者報告数の推移

【資料】福祉保健局 AIDS News Letter 2018年3月臨時増刊号[No.168]
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図表８ HIV感染者及びAIDS患者の年齢別割合（平成29年）

102 107 84 92 110 97 71 97 97 

369 402 
325 

369 359 
415 

364 367 367 

431 469 473 447 484 455 428 437 413 

1,021 
1,075 1,056 

1,002 

1,106 1,091 
1,006 1,011 976 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H.21 H.22 H.23 H.24 H.25 H.26 H.27 H.28 H.29

AID患者（東京） HIV感染者（東京） AID患者（全国） HIV感染者（全国）

20歳未満

4件

1%

20歳代

129件

35%

30歳代

120件

33%

40歳代

79件

22%

50歳代

26件

7%

60歳以上

9件

2%

HIV（件）

20歳未満

1件

1%

20歳代

9件

9%

30歳代

32件

33%
40歳代

26件

27%

50歳代

14件

14%

60歳以上

15件

16%

AIDS（件）
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○ 体験と自己肯定感の関係

○ 自然体験や生活体験が豊富な青少年ほど、自己肯定感が高い傾向にあります。また、お手伝いを

多くしている群ほど、自己肯定感が高く、生活習慣が身についている群ほど、自己肯定感の高い傾向

がみられます。

図表９ 自然体験と自己肯定感の関係

【資料】国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する実態調査（平成28年度調査）」
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図表10 生活体験と自己肯定感の関係
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図表11 お手伝いと自己肯定感の関係

図表12 生活習慣と自己肯定感の関係
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○ コミュニケーション力と子供の頃の体験

○ 子供の頃、基本的生活習慣の体験が多かった人ほど、コミュニケーション力が高くなる傾向がみら

れます。また、子供の頃の人間関係と現在のコミュニケーション力の関係をみると、子供の頃、親や先

生、友だちとの関わりが多かった人ほどコミュニケーション力が高い人の割合が高くなる傾向がみら

れます。

図表13 基本的生活習慣とコミュニケーション力

の関係

【資料】国立青少年教育振興機構「子供の頃の体験がはぐくむ力とその成果に関する調査研究」

図表14 親と人生や将来について話をした

こととコミュニケーション力の関係

図表15 家族との愛情・絆とコミュニケーション力

の関係

図表16 先生に褒められたこととコミュニケ

ーション力の関係

図表17 公園や広場で友だちと外遊びをした

こととコミュニケーション力の関係

図表18 友だちの家や自宅で友だちと室内

遊びをしたこととコミュニケーシ

ョン力の関係
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○ 労働力人口と労働力人口比率

○ 平成30年の東京の15歳以上の人口は1,225.1万人で、そのうち労働力人口が約７割、非労働力

人口が約３割になっています。労働力人口は、就業者と完全失業者に分けられ、労働力人口のうち

約３％が完全失業者です。また、就業者は、自営業主、家族従業員、雇用者に分けられ、雇用者が

約９割を占めています。

図表19 東京の就業構造（平成30年平均）

【資料】東京都総務局「労働力調査」より作成
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○ 中学生の職場体験

○ わく（Ｗｏｒｋ）わく（Ｗｏｒｋ）Ｗｅｅｋ Ｔｏｋｙｏ（中学生の職場体験）

都内公立中学校では、特定の学年の生徒を対象に、一定期間、地域の商店、地元の民間企業、

公的施設等の職場で仕事等の体験をさせることにより、社会の一員としての自覚を促すとともに、

望ましい社会性や勤労観・職業観を育成するため、わく（Ｗｏｒｋ）わく（Ｗｏｒｋ）Ｗｅｅｋ Ｔｏｋｙｏ（中学生

の職場体験）を実施しています。

図表20 年度別実施校及び体験生徒数の推移

【資料】教育庁「平成30年度 中学生の職場体験報告書」より作成
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○ インターンシップの実施状況

○ 公立高等学校（全日制・定時制）における実施率は、全国では昨年度より１．１ポイント上回り

８４．８％となった。東京都では昨年度より１．１ポイント下回り６０．７％となっている。

図表21 都立高等学校（全日制・定時制）におけるインターンシップ実施率の推移

【資料】国立教育政策研究所「（各年度）職場体験・インターンシップ実施状況等調査結果」より作成
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○ 完全失業率

○ 全国の完全失業率は、ここ10年は低下し、雇用情勢は改善傾向です。東京都の完全失業率も逓減

をしていますが、全国より高い水準になっています。

失業者が仕事につけない理由をみると、若い年齢では「希望する種類・内容の仕事がない」の割合

が高くなっています。

図表22 完全失業率の推移（全国・東京都）
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【資料】総務省、東京都総務局「労働力調査」より作成
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【資料】総務省「労働力調査 平成30年平均」より作成



○ 子供のいる世帯の家族類型

○ 子供の家族類型は、核家族が主流となっています。

６歳未満の親族がいる世帯の家族類型を見ると、平成27年の東京都の核家族世帯の割合は、

９４．８％となっており、全国の割合（８６．２％）より高い状況です。

図表24 子供のいる世帯の家族類型（平成27年全国、東京都）

【資料】総務省「国勢調査」より作成
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○ 子供と一緒に過ごす時間

○ 家族、特に子供と一緒に過ごす時間については、父と母さらに平日と休日とで、偏りが生じていま

す。平日に子供と一緒に過ごす時間について、「１時間未満」の父親が４割を超えています。一方で、

休日については、父母ともに５時間以上の割合が最も多くなっています。

図表25 子供と一緒に過ごす時間（平日と休日）

【資料】福祉保健局「平成29年度東京都福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」」
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未満

1～2時間

未満

2～3時間

未満

3～4時間

未満

4～5時間

未満

5時間以上 無回答

父（3,031人）

母（3,699人）

休日

1時間未満 40.3
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24.3 

29.8 

23.4 

20.3 

28.4 

24.0 

10.6 

10.9 

3.1 

3.6 

1.2 

1.5 

1.2 

1.6 

1.0 

1.1 

5.1 1.6 

7.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29年度（2,204人）

24年度（2,372人）

深夜・
早朝

母

22時～
23時59分 無回答

18時～
18時59分

19時～
19時59分

20時～
20時59分

21時～
21時59分

17時
以前

17時～
17時59分

深夜・
早朝

無回答22時～
23時59分

21時～
21時59分

20時～
20時59分

19時～
19時59分

18時～
18時59分

17時～
17時59分

17時
以前

自宅就労

○ 父母の帰宅時間

○ 帰宅時間についてみると、働いている父親は「22時～23時59分」の割合が21.4%で最も高く、次いで

「午後8時～午後8時59分」が19.2%となっている。

母は、「午後6時～午後6時59分」の割合が28.4%で最も高くなっている。

図表26 父母の帰宅時間

【資料】福祉保健局「平成29年度東京都福祉保健基礎調査「東京の子供と家庭」」

0.9 

2.0 

2.8 

3.3 

9.3 

9.0 

16.2 

16.9 

19.2 

19.1 

17.4 

16.1 

21.4 

18.7 

7.2 

9.1 

2.5 

3.0 

5.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29年度（3,298人）

24年度（3,761人）

深夜・
早朝

父

22時～
23時59分

無回答
18時～
18時59分

19時～
19時59分

20時～
20時59分

21時～
21時59分

17時
以前

17時～
17時59分

深夜・
早朝

無回答22時～
23時59分

21時～
21時59分

20時～
20時59分

19時～
19時59分

18時～
18時59分

17時～
17時59分

17時
以前

29.2

31.1

自宅就労
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3,208 3,124 

2,690 

2,278 

1,840 

1,582 
1,478 1,490 1,567 

4,029 3,942 
3,742 

3,218 

2,681 

2,314 2,269 2,233 2,228 
4

1

7

3

6

7

5

6

5
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3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

死
者
数
（
人
）

発
生
件
数
（
件
）
・
負
傷
者
数
（
人
）

発生件数

負傷者数

死者数

○ 子供の交通事故

図表27 子供の交通人身事故発生状況

※子供の交通事故：幼児、小学生、中学生が関係した事故
※発生件数：子供が第１、第２当事者となった事故の合計件数
※死者数・負傷者数：車両同乗等を含む子供の被害者数

図表28 平成30年中の子供の交通人身事故発生状況（男女別）

121

691

240

55

337

123

0

200

400

600

800

1,000

幼児 小学生 中学生

男 女

(発生件数：件)

【資料】警視庁「平成30年中の各種交通人身事故発生状況」

○ 過去10年間の子供（幼児～中学生）の交通人身事故の発生状況は、発生件数・負傷者数ともに

減少していますが、平成30年中の死者は５人で、対前年比１人減となっています。
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○ インターネットに接続する機器の利用状況

①
携
帯
電
話

②
ス
マ
ー

ト
フ
ォ
ン

③
タ
ブ
レ

ッ
ト
端
末

④
パ
ソ
コ
ン

⑤
ゲ
ー

ム
機

⑥
携
帯
型
音
楽
プ
レ
ー
ヤ
ー

⑦
無
回
答

児童・生徒 20,229 7.4 70.6 45.3 39.4 42.3 5.6 1.6

保護者 16,601 3.0 70.5 47.8 33.5 31.5 2.4 0.5

児童 11,761 10.4 58.7 51.1 36.6 48.3 5.0 2.5

保護者 10,117 3.3 61.4 55.9 29.2 35.3 1.6 0.7

生徒 5,178 3.7 82.1 42.3 43.2 39.2 7.3 0.4

保護者 4,214 2.5 79.6 40.5 39.5 28.5 3.8 0.3

生徒 2,950 2.4 97.3 27.8 43.2 25.2 5.4 0.3

保護者 2,004 2.5 96.5 23.3 41.1 20.1 3.2 0.1

児童・生徒 340 4.4 73.2 39.4 45.0 30.9 5.6 0.6

保護者 266 2.6 75.2 41.0 43.2 24.8 1.1 1.1

中学校

高等学校

特別支援学校

インターネットを利用するための機器割合（％）

学校種 調査対象 （n）

全体

小学校

10.4

3.7 2.4 4.4

58.7

82.1

97.3

73.2

0

20

40

60

80

100

小学生 中学生 高等学校 特別支援学校

携帯電話 スマートフォン

＜携帯電話・スマートフォンの利用率＞（上記表より抜粋）

(%)

【資料】教育庁「平成30年度インターネット・携帯電話利用に関する実態調査報告書」より作成

図表29 インターネットに接続する機器の利用状況【機器別】 （％）

○ 「全体」では、児童・生徒は『②スマートフォン』『③タブレット端末』『⑤ゲーム機』、保護者は『②ス

マートフォン』『③タブレット端末』『④パソコン』の順で高くなっている。『②スマートフォン』では、各学校

種で最も低い「小学校」でも児童58.7%、保護者61.4％、「高等学校」は生徒97.3%、保護者96.5%と最も

高くなっている。
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○ インターネット利用開始時期

【資料】教育庁「平成30年度インターネット・携帯電話利用に関する実態調査報告書」より作成

図表30 インターネット利用開始時期 （％）

①
小
学
校
入
学
前

②
小
学
１
年
生
頃

③
小
学
２
年
生
頃

④
小
学
３
年
生
頃

⑤
小
学
４
年
生
頃

⑥
小
学
５
年
生
頃

⑦
小
学
６
年
生
頃

⑧
中
学
１
年
生
頃

児童・生徒 20,229 21.3 14.4 11.7 15.2 12.1 8.9 6.2 5.7

保護者 16,601 21.3 12.9 8.5 12.2 11.8 10.6 7.7 7.7

児童 11,761 31.9 20.1 15.3 16.0 9.5 4.1 0.7 -

保護者 10,117 32.2 19.2 12.0 15.0 11.5 6.1 1.3 -

生徒 5,178 7.1 6.7 7.7 15.2 17.1 17.0 15.0 11.5

保護者 4,214 4.2 2.8 2.9 8.8 14.1 20.8 21.0 17.7

生徒 2,950 5.2 5.8 5.6 13.0 13.7 13.9 12.2 16.6

保護者 2,004 2.7 3.0 2.6 6.0 8.6 12.5 11.7 24.3

児童・生徒 340 10.6 10.3 4.4 6.5 10.6 7.9 7.9 18.2

保護者 266 16.2 6.4 4.9 7.1 10.2 8.6 7.1 14.7

学校種 調査対象 （n）

⑨
中
学
２
年
生
頃

⑩
中
学
３
年
生
頃

⑪
高
校
１
年
生
頃

⑫
高
校
２
年
生
頃

⑬
高
校
３
年
生
頃

⑭
高
校
４
年
生
頃

⑯
覚
え
て
い
な
い

無
回
答

児童・生徒 20,229 1.4 0.6 0.7 0.0 0.0 0.0 - 1.8

保護者 16,601 1.5 1.0 1.1 0.0 0.0 0.0 3.0 0.7

児童 11,761 - - - - - - - 2.5

保護者 10,117 - - - - - - 2.0 0.7

生徒 5,178 1.6 0.4 - - - - - 0.6

保護者 4,214 2.1 0.5 - - - - 4.1 0.8

生徒 2,950 6.0 2.9 3.9 0.2 0.2 0.0 - 0.7

保護者 2,004 7.8 6.3 7.4 0.2 0.0 0.0 6.0 0.9

児童・生徒 340 5.0 5.6 5.6 0.6 0.9 - - 5.9

保護者 266 4.5 4.1 10.2 0.8 0.0 - 4.1 1.1

全体

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

中学校

高等学校

特別支援学校

学校種 調査対象 （n）

全体

小学校

インターネット利用開始時期割合（％）

○ 「全体」では、児童・生徒の『①小学校入学前』が21.3%と最も高く、次いで『④小学3 年生頃』15.2%と

なっている。保護者の認識では、『①小学校入学前』21.3%、次いで『②小学１年生頃』12.9%、『④小学

３年生頃』12.2%であった。
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○ 一日のオンラインゲームやSNS利用時間

【資料】教育庁「平成30年度インターネット・携帯電話利用に関する実態調査報告書」より作成

図表31 オンラインゲームやSNS等をしている一日当たりの時間 （％）

①
1
時
間
程
度

②
2
時
間
程
度

③
3
時
間
程
度

④
4
時
間
程
度

⑤
5
時
間
程
度

⑥
6
時
間
程
度

⑦
6
時
間
を
超
え
る

⑧
ほ
と
ん
ど
使
わ
な
い

⑨
分
か
ら
な
い

無
回
答

児童・生徒 20,229 30.5 15.8 8.0 3.8 1.7 1.3 2.7 32.9 - 3.3

保護者 16,601 26.5 11.0 5.1 1.7 0.8 0.5 0.7 44.7 6.0 2.8

児童 11,761 30.2 11.4 4.9 2.1 1.1 0.7 1.4 43.1 - 5.0

保護者 10,117 24.2 6.8 2.7 0.7 0.3 0.1 0.1 59.8 2.0 3.4

生徒 5,178 34.6 21.5 10.5 4.8 1.9 1.3 2.5 22.1 - 0.8

保護者 4,214 33.5 17.6 7.5 2.6 1.3 0.6 0.9 25.4 8.7 1.9

生徒 2,950 25.9 23.7 16.3 8.6 3.4 3.2 7.3 11.0 - 0.5

保護者 2,004 24.7 18.5 12.0 5.1 2.3 2.3 3.4 9.1 21.0 1.5

児童・生徒 340 15.9 10.6 7.4 6.2 3.5 2.9 10.9 33.2 - 9.4

保護者 266 18.4 9.0 9.4 3.8 0.8 0.4 0.8 48.9 4.1 4.5

一日のオンラインゲームやSNS利用時間割合（％）

全体

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

（n）学校種 調査対象

30.2 

11.4 

4.9 
2.1 

1.1 0.7 1.4 

43.1 

5.0 

34.6

21.5

10.5

4.8
1.9 1.3 2.5

22.1

0.8

25.9 
23.7 

16.3 

8.6 

3.4 3.2 

7.3 

11.0 

0.5 

15.9

10.6

7.4 6.2
3.5 2.9

10.9

33.2

9.4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

①
１
時
間
程
度

②
２
時
間
程
度

③
３
時
間
程
度

④
４
時
間
程
度

⑤
５
時
間
程
度

⑥
６
時
間
程
度

⑦
６
時
間
を
超
え
る

⑧
ほ
と
ん
ど
使
わ
な
い

無
回
答

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

＜学校種別 一日当たりの利用時間割合＞（上記表より抜粋）

(%)

○ 各学校種の児童・生徒、保護者において、『①1 時間程度』が最も高くなっている（『⑧ほとんど使わ

ない』を除く）。『⑦6 時間を超える』では、「特別支援学校」児童・生徒の10.9%、「高等学校」では7.3％

と、他の学校種に比べて高くなっている。
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14.1 

11.4 

17.4 

55.0 

10.1 

31.6

26.0

16.9

43.8

2.1

40.1 

33.2 

11.2 

31.9 

2.6 

38.3

21.3

25.5

23.4

8.5

0 10 20 30 40 50 60

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

グループ内や、誰もが見られる
ところで、自分の悪口や個人情報
を書かれた

無料通話アプリなどのグループで
仲間外れにされたり、勝手に退会
させられたりした

その他

無回答

○ インターネット利用によるトラブルの内容

【資料】教育庁「平成30年度インターネット・携帯電話利用に関する実態調査報告書」より作成

図表32 インターネット利用によるトラブルの内容及び経験割合 （％）

(%)

① ② ③ ④

メ
ー
ル
や
S
N
S
に

書
き
込
ん
だ
文
章
が

原
因
で
友
達
と
け
ん

か
に
な

っ
た

グ
ル
ー
プ
内
や

、
誰

も
が
見
ら
れ
る
と
こ

ろ
で

、
自
分
の
悪
口

や
個
人
情
報
を
書
か

れ
た

無
料
通
話
ア
プ
リ
な

ど
の
グ
ル
ー

プ
で
仲

間
外
れ
に
さ
れ
た

り

、
勝
手
に
退
会
さ

せ
ら
れ
た
り
し
た

そ
の
他

無
回
答

児童・生徒 1,401 24.6 19.8 16.5 46.7 6.4

保護者 447 32.4 22.4 13.9 43.6 3.8

児童 695 14.1 11.4 17.4 55.0 10.1

保護者 178 28.1 18.0 14.6 47.8 5.1

生徒 427 31.6 26.0 16.9 43.8 2.1

保護者 188 32.4 23.4 12.8 44.1 2.7

生徒 232 40.1 33.2 11.2 31.9 2.6

保護者 63 33.3 30.2 9.5 34.9 4.8

児童・生徒 47 38.3 21.3 25.5 23.4 8.5

保護者 18 72.2 27.8 33.3 27.8 0.0

（n）

トラブルや嫌な思い／お子さんから受けた相談割合（％）

全体

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

学校種 調査対象

メールやSNSに書き込んだ文章が
原因で友達とけんかになった

○ 「全体」では、『①メールやＳＮＳに書き込んだ文章が原因で友達とけんかになった』が、児童・生徒

24.6%、保護者32.4%であった。『④その他』では、「ウイルスに感染してしまった」「迷惑メールが来るよ

うになった」「有害サイトで課金請求がきた」等の回答があった。
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